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企業情報サステナビリティ経営基盤事業別戦略と実績 ガバナンス経営戦略価値創造ストーリートップコミットメント 東急を知る

経営成績

（単位：億円）

2024年度 2023年度 増減

営業収益 10,549 10,378 ＋171
（＋1.7%）

営業利益 1,034 949 ＋85
（＋9.0%）

　営業外収益 186 188 △1
（△1.0%）

　営業外費用 144 144 △0
（△0.3%）

事業利益※1 1,027 953 ＋74
（＋7.8%）

経常利益 1,077 992 ＋84
（＋8.5%）

　特別利益 101 135 △34
（△25.1%）

　特別損失 105 184 △79
（△43.0%）

税金等調整前
当期純利益 1,073 943 ＋129

（＋13.7%）

当期純利益 825 641 ＋184
（＋28.8%）

親会社株主に
帰属する
当期純利益

796 639 ＋157
（＋24.6%）

包括利益 1,006 876 ＋130
（＋14.9%）

セグメント別営業収益増減 セグメント別営業利益増減

 営業状況に関する主な指標
【交通】
■東急電鉄
輸送人員　前年度比3.0%増

　　　　　　（うち定期2.9%増、定期外3.1%増）
　運賃収入　同3.6%増
　　　　　　（うち定期4.4%増、定期外3.1%増）
■東急バス
輸送人員　同2.3%増

【不動産】
■不動産賃貸
渋谷アクシュ開業 延床面積 約44,500m²
■当社分譲引渡戸数
合計457戸・区画（前年度比217戸・区画減）

　うちマンション：447戸（同214戸減）
　うち戸建・土地：10区画（同3区画減）
【生活サービス】
■東急百貨店
　2025年1月期売上高　前年度比2.8%減
■東急ストア
　2025年2月期売上高　前年度比2.3%増
【ホテル・リゾート】
■東急ホテルズ等
稼働率 79.8%（前年度比4.1pt増）
ADR（サービス料込み） 23,921円（同2,753円増）

業績概要

■  営業収益・営業利益は、不動産事業におけるマンション販売の減少等があった一方で、生活サービス事業やホテル・リゾート事業が好調に推移した
こと等により増収、増益

■  親会社株主に帰属する当期純利益は、営業利益の増益に加え減損損失の減少等により増益
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（単位：億円）

2024年度 2023年度 増減

総資産 26,989 26,520 ＋469

有利子負債期末残高 12,917 12,555 ＋361

純資産 8,722 8,308 ＋414

自己資本 8,279 7,905 ＋374

自己資本比率（%） 30.7 29.8 ＋0.9pt

D/Eレシオ（倍） 1.6 1.6 △0.0pt

 財政状態
当期末の総資産は、分譲土地建物の増加

に加え、保有株式の株価上昇等により、2
兆6,989億円（前期末比469億円増）となり
ました。
純資産は、自己株式の取得があったもの
の、親会社株主に帰属する当期純利益の計
上等により、8,722億円（同414億円増）と
なりました。

 キャッシュ・フロー
営業活動によるキャッシュ・フローは、

1,551億円の収入となり、前期と比べて収
益の増加等により97億円の収入増となりま
した。投資活動によるキャッシュ・フローは、
固定資産の取得による支出1,267億円等が
あり、1,140億円の支出となりました。前
期と比べて固定資産の取得による支出が増
加したこと等により、130億円の支出増と
なりました。財務活動によるキャッシュ・フ
ローは、借入金の返済や自己株式の取得等
により、252億円の支出となりました。
以上の結果、当期における現金及び現金
同等物の期末残高は583億円となり、前期
と比べて167億円増加いたしました。

 主要指標
生活サービス事業やホテル・リゾート事
業を中心に良好な事業環境が継続してい
ることによる収入増等により、EPSおよび
事業利益、東急EBITDAについては対前年
増加となりました。また業績の成長に伴い、
ROEは9.8%、ROAは3.8%と前年度を上
回って推移しております。また、純有利子
負債EBITDA倍率は6.5倍となりました。

財政状態

2024年度決算の
ポイント

（単位：億円）

2024年度 2023年度 増減

営業活動キャッシュ・フロー 1,551 1,453 ＋97

投資活動キャッシュ・フロー △1,140 △1,010 △130

フリーキャッシュ・フロー 410 443 △32

財務活動キャッシュ・フロー △252 △719 ＋467

現金及び現金同等物の期末残高 583 415 ＋167

キャッシュ・フロー

2024年度 2023年度 増減

EPS（一株当たり当期純利益）（円） 134.81 106.12 ＋28.69

ROE（自己資本利益率）（%） 9.8 8.3 ＋1.5pt

ROA（総資産事業利益率※2）（%） 3.8 3.6 ＋0.2pt

東急EBITDA※3（億円） 2,141 2,036 ＋105

EBITDA（億円） 1,900 1,816 ＋83

有利子負債／東急EBITDA※3（倍） 6.0 6.2 △0.1pt

純有利子負債／EBITDA（倍） 6.5 6.7 △0.2pt

※「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等を2024年度の期首から適用しており、2023年度に係る各種数値については、遡及修正後の数値です。

主要指標

※2  事業利益 ＝ 営業利益 ＋ 上場会社を除く持分法投資損益 ＋ 不動産事業
等に係る受取配当

※3  東急EBITDA ＝ 営業利益 ＋ 減価償却費 ＋ のれん償却額 ＋ 固定資産
除却費 ＋ 受取利息配当 ＋ 持分法投資損益

※1  事業利益 ＝ 営業利益 ＋ 上場会社を除く持分法投資損益 ＋ 
不動産事業等に係る受取配当
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企業情報サステナビリティ経営基盤事業別戦略と実績 ガバナンス経営戦略価値創造ストーリートップコミットメント 東急を知る

11か年財務データ
146期 2014年度 147期 2015年度 148期 2016年度 149期 2017年度 150期 2018年度 151期 2019年度 152期 2020年度 153期 2021年度 154期 2022年度 155期 2023年度 156期 2024年度

業績
営業収益（百万円） 1,067,094 1,091,455 1,117,351 1,138,612 1,157,440 1,164,243 935,927 879,112 931,293 1,037,819 1,054,981
営業利益（百万円） 71,514 75,480 77,974 82,918 81,971 68,760 △31,658 31,544 44,603 94,905 103,485
事業利益（百万円）※1 72,659 76,486 79,067 83,529 82,111 69,520 △31,127 32,028 45,200 95,514 102,783
経常利益（百万円） 66,619 70,038 76,449 83,746 81,907 70,925 △26,824 34,998 47,369 99,292 107,724
親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 41,051 55,248 67,289 70,095 57,824 42,386 △56,229 8,782 25,995 63,763 79,677
収益性・資産効率関連指標
東急EBITDA（百万円）※2 151,549 163,655 174,312 174,965 176,693 176,584 74,742 128,378 144,691 203,631 214,136
東急EBITDAマージン（%）※3 14.2 15.0 15.6 15.4 15.3 15.2 8.0 14.6 15.5 19.6 19.0
ROA（総資産経常利益率）（%）※4 3.3 3.4 3.6 3.8 3.5 2.9 △1.1 1.3 1.9 3.8 4.0
ROA（総資産事業利益率）（%）※5 3.6 3.7 3.7 3.8 3.6 2.8 △1.2 1.3 1.7 3.6 3.8
ROE（自己資本当期純利益率）（%）※6 7.7 9.8 11.2 10.6 8.0 5.6 △7.7 1.2 3.6 8.3 9.8
財務健全性指標
有利子負債／東急EBITDA倍率（倍）※7 ― 5.7 5.5 5.5 6.0 6.5 15.8 9.3 8.9 6.2 6.0
D/Eレシオ（有利子負債比率）（倍）※8 1.7 1.6 1.5 1.4 1.4 1.5 1.7 1.7 1.7 1.6 1.6
自己資本比率（%） 27.5 27.6 29.2 30.8 30.9 29.8 28.4 28.4 28.3 29.8 30.7
バランスシート関連指標
純資産（百万円） 579,596 623,297 678,382 747,049 796,164 809,614 752,538 752,942 779,372 829,581 872,295
自己資本（百万円） 551,332 576,873 628,308 696,526 745,233 757,003 702,355 702,967 740,621 789,256 827,975
総資産（百万円） 2,002,532 2,092,546 2,148,605 2,264,636 2,412,876 2,537,196 2,476,061 2,479,182 2,614,012 2,652,073 2,698,981
キャッシュ・フロー関連指標
有利子負債期末残高（百万円） 911,446 937,467 964,397 969,794 1,066,422 1,151,010 1,182,195 1,195,756 1,287,519 1,255,527 1,291,723
フリーキャッシュ・フロー（百万円）※9 88,729 8,009 △5,954 7,179 △86,662 △35,338 △29,305 6,766 △59,027 44,333 41,091
設備投資額（百万円）※10 93,556 157,252 145,398 181,265 239,945 205,290 106,385 117,451 157,677 113,155 126,366
減価償却費（百万円） 70,041 72,391 76,986 74,901 78,613 85,448 88,308 84,191 82,973 86,745 86,533

投資関連指標
1株当たり配当金（円）※11 8.00 8.50 9.00 19.00 20.00 23.00 15.00 15.00 15.00 17.50 24.00
EPS（1株当たり当期純利益）（円）※12 32.88 44.81 55.01 115.42 95.14 69.88 △93.08 14.58 42.94 105.84 134.81
配当性向（%） 24.3 19.0 16.4 16.5 21.0 32.9 ― 102.9 34.9 16.5 17.8
総還元性向（%） 48.7 37.1 31.2 16.5 21.0 56.5 ― 102.9 34.9 63.6 77.3
DOE（純資産配当率）（％）※13 1.9 1.9 1.8 1.7 1.7 1.9 1.2 1.3 1.3 1.4 1.7

1.7

参考
連結従業員数（名） 21,499 22,331 22,780 22,985 23,637 24,464 24,655 24,364 23,763 23,583 24,054

※1  事業利益 ＝ 営業利益 ＋ 上場会社を除く持分法投資損益 ＋ 不動産事業等に係る受取配当
※2  東急EBITDA ＝ 営業利益 ＋ 減価償却費 ＋ のれん償却額 ＋ 固定資産除却費 ＋ 受取利息配当 ＋ 

持分法投資損益
2014年度以前は東急EBITDA ＝ 営業利益 ＋ 減価償却費 ＋ のれん償却額 ＋ 固定資産除却費

※3  東急EBITDAマージン ＝ 東急EBITDA ÷ 売上高
※4  ROA（総資産経常利益率） ＝ 経常利益 ÷ 総資産（期中平均）× 100

※5  ROA（総資産事業利益率） ＝ 事業利益 ÷ 総資産（期中平均）× 100
※6  ROE ＝ 親会社株主に帰属する当期純利益 ÷ 自己資本（期中平均）× 100
※7  有利子負債/東急EBITDA倍率 ＝ 有利子負債（期末）÷ 東急EBITDA
※8  D/Eレシオ ＝ 有利子負債（期末）÷ 自己資本（期末）
※9  フリーキャッシュ・フロー ＝ 営業活動によるキャッシュ・フロー ＋ 投資活動
によるキャッシュ・フロー

※10  設備投資額は、期末における未払金等を勘案する「キャッシュ・フロー
計算書」とは、数値が異なります。

※11  2017年8月1日付で株式併合（普通株式2株を1株に併合）を実施
※12  EPS ＝ 親会社株主に帰属する当期純利益 ÷ 発行済株式数（期中平均）
※13 DOE ＝ 配当総額 ÷ 自己資本（期中平均）

※本ページ「11か年財務データ」に記載の数値は、各期末時点の財務諸表に基づくものであり、会計制度の変更や事業セグメントの見直し等による修正は反映しておりません。
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企業情報サステナビリティ経営基盤事業別戦略と実績 ガバナンス経営戦略価値創造ストーリートップコミットメント 東急を知る

146期 2014年度 147期 2015年度 148期 2016年度 149期 2017年度 150期 2018年度 151期 2019年度 152期 2020年度 153期 2021年度 154期 2022年度 155期 2023年度 156期 2024年度

セグメント情報
営業収益（百万円） 1,067,094 1,091,455 1,117,351 1,138,612 1,157,440 1,164,243 935,927 879,112 931,293 1,037,819 1,054,981
交通※1 191,260 200,593 207,494 211,557 213,602 213,647 151,972 166,557 184,054 213,674 220,619
不動産※１ 175,800 199,018 172,288 182,574 203,363 210,175 197,634 223,263 220,420 286,585 253,762
生活サービス 520,176 644,127 689,169 700,352 703,183 707,995 603,598 502,747 517,225 518,810 527,379
ホテル・リゾート 96,081 103,859 105,502 104,104 99,925 96,125 37,871 43,523 70,800 89,834 126,882
ビジネスサポート※1 160,417 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
消去 △76,643 △56,141 △57,103 △59,976 △62,633 △63,700 △55,149 △56,978 △61,207 △71,084 △73,662

営業利益（百万円） 71,514 75,480 77,974 82,918 81,971 68,760 △31,658 31,544 44,603 94,905 103,485
交通※1 25,854 29,279 26,706 29,002 29,085 27,018 △26,014 △3,937 8,538 32,070 28,993
不動産※1 33,358 28,093 29,985 32,357 31,981 29,000 28,978 45,230 28,844 48,703 48,398
生活サービス 6,997 13,438 14,817 15,999 17,139 13,411 △3,867 6,600 11,078 13,111 19,344
ホテル・リゾート 3,191 4,488 6,111 5,103 3,080 △1,495 △31,224 △16,736 △4,119 754 6,650
ビジネスサポート※1 1,959 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
消去 152 181 353 456 684 825 469 386 261 265 97

※1  2016/3よりセグメントの組換えを実施
※本ページ「11か年財務データ・関連データ」に記載の数値は、各期末時点の財務諸表に基づくものであり、会計制度の変更や事業セグメントの見直し等による修正は反映しておりません。

主なESG評価（2025年7月末時点） ★ 年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）が採用したESG投資の指数

※FTSE Russell (the trading name of FTSE International Limited and Frank Russell Company) confirms that Tokyu Corporation has been independently assessed according to the index criteria, and has satisfied the requirements to become 
a constituent of the FTSE Blossom Japan Index, the FTSE Blossom Japan Sector Relative Index and the FTSE4Good Index Series. Created by the global index and data provider FTSE Russell, the FTSE4Good Index Series and the FTSE 
Blossom Japan Index are designed to measure the performance of companies demonstrating strong Environmental, Social and Governance (ESG) practices. The FTSE4Good indices, the FTSE Blossom Japan Index and the FTSE 
Blossom Japan Sector Relative Index are used by a wide variety of market participants to create and assess responsible investment funds and other products.
※THE INCLUSION OF TOKYU CORPORATION IN ANY MSCI INDEX, AND THE USE OF MSCI LOGOS, TRADEMARKS, SERVICE MARKS OR INDEX NAMES HEREIN, DO NOT CONSTITUTE A SPONSORSHIP, ENDORSEMENT OR PROMOTION OF TOKYU 

CORPORATION BY MSCI OR ANY OF ITS AFFILIATES. THE MSCI INDEXES ARE THE EXCLUSIVE PROPERTY OF MSCI. MSCI AND THE MSCI INDEX NAMES AND LOGOS ARE TRADEMARKS OR SERVICE MARKS OF MSCI OR ITS AFFILIATES.

FTSE Blossom 
Japan Index ★

2024年7月より
構成銘柄に選定

Morningstar 日本株式 
ジェンダー・ダイバーシティ・ティルト指数

（除くREIT） ★

5段階の中で2番目の「グループ2」評価

FTSE4Good 
Index Series

2024年7月より
構成銘柄に選定

FTSE Blossom 
Japan Sector 

Relative Index ★

2022年8月より
構成銘柄に選定

S&P/JPXカーボン・
エフィシェント指数 ★

環境への影響が大きい
高インパクト産業
グループの中で

十分位数で第4位評価

MSCI Selection 
Indexes＊

継続して
構成銘柄に選定

MSCI日本株
ESGセレクト・リーダーズ指数 ★

7段階中最上位の「AAA」評価

MSCI ESG レーティング

7段階中最上位の「AAA」評価

MSCI日本株女性活躍指数（WIN） ★

性別多様性スコア「6.85」（0～10にて評価）

CDP
「気候変動レポート2024」

B
（マネジメントレベル）

11か年財務データ・関連データ セグメント関連情報   https://ir.tokyu.co.jp/ja/ir/library/factsheets.html

＊ 2025年2月に、MSCI 
ESG Leaders Indexes
から名称変更
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企業情報サステナビリティ経営基盤事業別戦略と実績 ガバナンス経営戦略価値創造ストーリートップコミットメント 東急を知る

非財務データ
E：Environment（環境） 下記以外の環境データ   https://tokyu.disclosure.site/ja/119/

★サステナブル重要テーマ（マテリアリティ）におけるKPIとして設定している指標 ➡P.44

単位 範囲 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 目標設定

CO2排出量（Scope 1, 2） ✓ t-CO2 連結 618,643 544,081 535,741 383,321 353,096 358,075 

CO2排出削減率（Scope 1, 2）2019年度比 % 連結 ― 12.1 13.4 38.0 42.9 42.1 

GHG排出量（Scope 1,2） ✓ t-CO2 連結 644,333 570,109 564,560 406,266 371,912 378,330

★ GHG排出削減率（Scope 1, 2）2019年度比 % 連結 ― 11.5 12.4 36.9 42.3 41.3 55%削減（2019年度比2030年度目標）※1

CO2排出量（Scope 3） ✓ t-CO2 連結 2,622,339 2,179,643 2,225,902 2,332,898 1,522,067 1,635,898

CO2排出削減率（Scope 3）2019年度比 % 連結 ― 16.9 15.1 11.0 42.0 37.6

GHG排出量（Scope 3） ✓ t-CO2 連結 2,622,339 2,179,643 2,225,902 2,332,898 1,522,067 1,635,898

★ GHG排出削減率（Scope 3）2019年度比 % 連結 ― 16.9 15.1 11.0 42.0 37.6 35%削減（2019年度比2030年度目標）※2

★再生可能エネルギー比率 % 連結 0.5 0.8 1.4 39.7 44.2 54.5 60%以上（2030年度）※3 

鉄道事業（東急線）の走行距離当たりCO2排出量※6 kg-CO2/car-km 東急電鉄 1.19 1.09 1.07 0.02 0.03 0.02

エネルギー使用量（原油換算総量）※7 ✓ kℓ 連結 158,533 142,093 144,064 147,885 151,585 156,652 

エネルギー使用量（電力換算総量）※8 ✓ MWh 連結 1,753,686 1,558,105 1,584,078 1,592,212 1,632,056 1,686,017 

廃棄物量 t 連結 43,145 36,900 41,812 40,739 35,542 37,921

廃棄物量（収益原単位）※9 t/億円 連結 4.33 4.66 4.76 4.37 3.42 3.59

★廃棄物量削減率（収益原単位）2019年度比※9 % 連結 ― △7.6 △9.9 △0.9 21.0 17.1 20%削減（2019年度比2030年度目標）※4

水使用量 ✓ 千m³ 連結 8,497 6,013 6,969 7,061 7,112 7,340 

水使用量（収益原単位）※9 千m³/億円 連結 0.85 0.76 0.79 0.76 0.69 0.70 

★水使用量削減率（収益原単位）2019年度比※9 % 連結 ― 10.6 7.1 10.6 18.8 17.6 20%削減（2019年度比2030年度目標）※5

環境負荷を低減するサービスメニュー提供（累計） 件 連結 ― ― ― 17 32 41 

SDGs行動する人※10 % 沿線17市区 ― 50.6 54.8 51.8 50.5 45.2 

★施設の環境認証取得 件 当社 6 7 9 10 16※11 21 対象施設※12の100%（30件相当）

★環境配慮型バス導入台数（累計）※13 台 東急バス 1 2 2 4 15 20 32台（2026年度）

※数値の信頼性を確保するため、✓の付された2020年度～2024年度のCO2排出量およびGHG排出量
データは、LRQAリミテッドによる第三者保証を受けています。ただしScope 3は一部のカテゴリを除
きます。✓の付された2024年度の水使用量（井水を除く）は、LRQAリミテッドによる第三者保証を受
けています。
※1 長期目標  2035年度60%削減、2040年度73%削減、2050年実質ゼロ
※2 長期目標  2035年度45%削減、2040年度55%削減
※3 長期目標  2035年度70%以上、2040年度80%以上、2050年100%
※4 長期目標  2035年度25%削減、2040年度30%削減
※5 長期目標  2035年度25％削減、2040年度30％削減

※6 CO2排出量は省エネ法届出基準による値
※7 原油換算総量には、自家発電（コジェネ）および発電ロス分を除きます。
※8 電力換算総数には、自家発電（コジェネ）を除きます。
※9 収益原単位の計算にあたり、2019年度および2020年度の営業収益は、収益認識に関する会計基準を適用した場合の影響額を試算し算出しています。
※10 SDGs行動する人：当社による東急線沿線17市区におけるSDGs認知度調査（インターネット調査）にて、SDGs17のゴールのいずれか1つ以上で

企業選択意向／行動意向のある人の割合。各記載年度の翌年6～8月に調査を実施。3割向上することで、SDGs行動する人約82万人増加に相当。
※11 2023年度より累計取得実績から、保有不動産において年度末時点で有効な環境認証取得数に変更しました。
※12 ホテル・住宅単体用途の物件を除く、当社持分換算で延床面積10,000m²以上
※13 環境配慮型バス：EV、FCV
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企業情報サステナビリティ経営基盤事業別戦略と実績 ガバナンス経営戦略価値創造ストーリートップコミットメント 東急を知る

非財務データ

単位 範囲 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2026年度目標設定
連結従業員数 人 連結 24,655 24,364 23,763 23,583 24,054
　女性比率 % 連結（国内） 27.7 26.0 25.5 25.6 27.5
単体従業員数 人 当社 1,461 1,414 1,482 1,525 1,537
　女性比率 % 当社 41.4 41.4 39.9 40.7 40.6
　平均勤続年数 年月 当社 15年6か月 15年6か月 15年1か月 14年7か月 13年9か月
管理職数 人 当社 527 526 923 919 909

★　管理職に占める女性比率 % 当社 8.3 8.9 12.9 13.9 14.2 18%以上
男女の賃金の差異（全労働者） % 当社 ― ― 68.2 67.3 68.2

★従業員エンゲージメント
レーティング 当社 BB BB B B B A
総合満足度 当社 3.42 3.37 3.32 3.32 3.37 3.5

一人当たり研修時間※1 時間 当社 9.5 5.5 7.5 13.0 8.1

★一人当たり研修・教育実習費※1 円 当社 44,230 40,700 60,770 88,200 186,230
（96,370）※2 100,000円以上

教育制度利用率※3 % 当社 19.3 25.8 24.3 41.4 37.3
★ DX研修受講率 % 当社 ― ― ― 100 100 100%
★新規事業創出プログラムにかかわる従業員割合 % 当社 ＋ 東急電鉄 ― ― 1.7 3.9 4.2 10%（2024年度～2026年度累計）

健康経営指標※4

肥満者率 % 当社 ＋ 東急電鉄 31.9 32.5 32.3 32.9 33.6
喫煙者率 % 当社 ＋ 東急電鉄 23.2 23.0 22.7 22.1 22.4
運動習慣率 % 当社 ＋ 東急電鉄 20.7 22.5 23.3 23.9 24.6

離職率 % 当社 2.9 3.5 3.7 3.6 4.3
女性育児休業取得率 % 当社 100 100 100 100 100

★男性育児休業取得率 % 当社 80.0 88.9 90.6 93.9 100 100%
男性育児休業平均取得日数 日 当社 18.8 52.5 32.7 46.8 84.9
介護休職者数 人 当社 2 1 2 1 1
休業災害率（度数率）※5 当社 0.63 0.94 1.32 0 2.31
死亡災害件数 件 当社 0 0 0 0 1※6

★
自社起因の運転事故、
輸送障害件数
（東急電鉄）

 運転事故 件 東急電鉄 0 0 0 1 0 0件
 インシデント 件 東急電鉄 2 0 0 0 0 0件
 輸送障害 件 東急電鉄 6 8 9 7 9

★運転事故件数※7（東急バス） 件 東急バス 5 4 4 2 1 0件
★重大な食品安全事故 件 連結 0 0 0 0 1※8 0件
※1 当該年度の研修時間合計および研修・教育実習費合計を、当社従業員、当社から社外への一部出向者、社外から当社への出向者の合算人数で除した数値
※2 資格取得支援制度導入に伴う経過措置の特殊要因を除いた費用
※3 当該年度の公募による教育制度利用者数合計を、当社従業員、当社から社外への一部出向者、社外から当社への出向者の合算人数で除し、百分率にした数値
　　2024年度から、制度利用者数は重複を除いた実人数で算出。（2023年度までは延べ人数で算出）。
※4 健康経営指標の各算出方法は、厚生労働省の定義等に準ずる

★サステナブル重要テーマ（マテリアリティ）におけるKPIとして設定している指標 ➡P.44

S：Social（社会） 下記以外の人材データ   https://tokyu.disclosure.site/ja/133/

※5 100万延べ実労働時間当たりの労働災害による死傷者数（休業1日以上）　
※6 業務中の転倒災害
※7 第一当事者となる事故 
※8 当社子会社の食中毒認定に係る営業停止命令事案
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企業情報サステナビリティ経営基盤事業別戦略と実績 ガバナンス経営戦略価値創造ストーリートップコミットメント 東急を知る

単位 範囲 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2026年度目標設定
★住宅引渡戸数 戸 当社 ― ― ― 737 482 1,757戸（2024年度～2026年度）

★賃貸住宅竣工戸数 戸 当社 ― ― ― 45
（保有計1,432）

169
（保有計1,576） 611戸（2024年度～2026年度）

★新規オフィス供給面積（専有部関与床） m2 当社 ― ― ― ― 25,898
★新規商業供給面積（専有部関与床） m2 当社 ― ― ― ― 5,491
★サテライトシェアオフィス「NewWork」月間利用者数 件 当社 9,967 13,896 21,852 23,021 25,367 29,000件

★住まいと暮らしのコンシェルジュ年間相談件数（空き家対策等相談件数含む） 件 当社 1,200 1,380 3,089 3,629 3,267 5,400件

沿線17市区の人口増減率 2019年度比※1 % 沿線17市区 ＋0.392 ＋0.201 ＋0.344 ＋0.696 ＋1.176 モニタリング指標

★顧客満足度

% 当社（住宅）※2 ― 83.6 86.1 87.5 82.5
点 東急電鉄※3 73.5 72.5 71.8 71.0 70.7

点 東急ホテルズ＆リゾーツ
運営ホテル ― ― ― 86.9 89.9

★高齢者向けサービス契約数 件 東急ウェルネス／
東急セキュリティ ― ― 4,022 4,321 4,557 5,300件

★保育園、学童施設数（賃貸・直営・公設住宅） 施設 東急キッズベースキャンプ／
当社 89 103 105 108 113 116施設

★ネットスーパー売上増加率 % 東急ストア ― ― ― ― 3.0 46.7%（2023年度比）

★ TOKYU POINT会員数※4 万人 連結 295 286 285 244 245
★デジタル接点数 万人 連結 ― ― 230 300 420
★東急線各駅における5Gシェアリングアンテナの導入駅数 駅 当社 0 0 0 30 33 49駅
★ TAP※5における外部企業協業件数 件 当社 ― ― 20 23 23 60件（2024年度～2026年度累計）

単位 範囲 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度
目標設定

取締役人数※6 名 当社 12 14 12 11 10 9

独立社外取締役比率※6 % 当社 33.3 35.7 33.3 36.4 40.0 44.4

女性取締役人数※6 名 当社 2 2 2 2 2 2

女性取締役比率※6 % 当社 16.7 14.3 16.7 18.2 20.0 22.2

取締役の取締役会への出席率 % 当社 99.1 98.0 99.4 98.6 99.3 ―

★株主・投資家対話件数 件 当社 241 232 218 298 400 ―

★行政処分・刑事処分件数 件 連結 0 0 1※7 0 4※8 ― 0件

★コンプライアンスに係る研修受講率 % 当社 100 100 100 100 100 ― 100%

非財務データ

G：Governance（ガバナンス）

※6 取締役人数・構成は、各年度7月1日時点　　※7 当社子会社の独占禁止法違反に係る起訴事案　　※8 バス事業における車検漏れによる車両運行停止命令処分等

★サステナブル重要テーマ（マテリアリティ）におけるKPIとして設定している指標 ➡P.44

※1 住民基本台帳の各年度1月1日時点データより算出　
※2 マンションユーザー調査（独自）の総合満足度　
※3 日本生産性本部・サービス産業生産性協議会  日本版顧客満足度指数調査結果　

※4 2023年9月に現金専用カードを廃止　
※5 東急アライアンスプラットフォーム
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企業情報サステナビリティ経営基盤事業別戦略と実績 ガバナンス経営戦略価値創造ストーリートップコミットメント 東急を知る

サステナブル重要テーマへの取り組みを通じて、美しい生活環境の創造に向けた街の変化の状況を
公的統計や当社グループの事業データ、独自調査などにより測定し、モニタリングや戦略策定に活かしてまいります。

非財務データ  ［ 沿線データ ］
参照元： ➡P.22
 美しい生活環境の創造
 インパクト（社会的影響）

人・コミュニティー

生活インフラ

地域活動量・
人口

公共交通利用

安全性・
レジリエンス

地域への
愛着・誇り

文化・教育
エンタメ接点

自律分散・
職住遊充実

楽しさ・
豊かさの実感

デジタル
サービス利用

事業・街の
脱炭素

SDGs
行動する人

街の
ダイバーシティ 
& インクルージョン

資源循環・
自然共生

地域活動量・人口

自律分散・職住遊充実

●国立社会保障・人口問題研究所の2023年推計では、沿線17市区人口は2040年頃までは、人口増
加が見込まれています ➡P.12 。国勢調査および住民基本台帳（総務省）の統計データを踏まえると、
近年は外国人の流入が人口増加に寄与していると分析できます。

●家計調査や住民基本台帳上の世帯数（総務省）から沿線17市区の消費支出規模を推計すると、2024
年は9.4兆円であり、10年前（2014年）の8.3兆円よりも13.2%増加しています。

●国勢調査（総務省）によると、沿線17市区の高齢者就業率は2010年23.3%に対し2020年25.4%と
2.1pt増加、女性就業率は2010年43.9%に対し2020年46.2%と2.3pt増加しています。

●国勢調査（総務省）によると、沿線17市区の昼間人口は、2000年の502万人に対し、2020年には
582万人となり、16.0%増加しました。これは東急線沿線の通勤者・通学者増加を示しています。
●経済活動センサス（総務省・経済産業省）によると、2016年度から2021年度にかけて、沿線17市区
の事業所数は3%、従業員数は9%増加しており、沿線内の経済活動は活発であるといえます。
●当社の不動産事業施設のうち、複合用途の施設割合※は57.2%となっています。
※持続可能な開発目標（SDGs）を推進する国際NGOのWorld Benchmarking Alliance（WBA）によるアーバンベンチ
マーク評価の指標素案をもとに計測。当社独自基準として、賃貸可能面積が一定以上（1,000m²以上）の用途を2つ以上保
有する施設を算出

Pick Up 1

Pick Up 2

Pick Up 4Pick Up 3

当社グループでは、2017年度より継続的に「豊かさ実感」に関する調査研究を実施しています。国
内外の研究機関などの調査動向を踏まえつつ、 独自の指標として探求を進め、沿線の豊かさの可視化、
豊かさ実現につながるまちづくりに取り組んでいます。

2024年度調査では、全体の「豊かさ実感」は、前年と比べわずかに低下の傾向がみられました。物
価の上昇が続く中で、少なからず影響が出ていると想定されます。年代別では40代・50代の方々の
実感がやや低めである一方、若い世代や高齢の方々では比較的高い傾向が続いています。調査結果
からは、世代ごとに感じ方に違いがあることや、日々の暮らしの中で何を「豊か」と感じるかについての
多様化がうかがえます。今後も、さまざまな声に耳を傾けながら、地域の豊かさを育む取り組みを進め
てまいります。

楽しさ・豊かさの実感Pick Up 3

東急グループ各社や、東急線沿線を中心とした事業エリアの企業・団
体と連携し、沿線にお住まいの方々やお客さまと一緒に取り組むサステ
ナブルアクション「美しい時代へ みらいアクション」を推進し、その輪を
広げるプロジェクトを2025年9月に開始しました。専門家の監修のも
と、5つのアクションテーマを設定し、情報発信、イベント開催などを進め、
事業エリアの魅力向上と、サステナブルな街と社会の実現を目指します。

5つのアクションテーマ

「美しい時代へ みらいアクション」指標
5つのアクションテーマのうち、3つ以上のアクションテーマにコミットする人※の割合を、指標として

ウォッチします。2025年7月のプレ調査（独自）の結果、東急線沿線では31.7%でした。
※5つのアクションテーマにつながる具体的なアクションを複数設定し、そのアクションに「よく行動する」と回答した人を、その
テーマにコミットした人と判定して集計しています。

「美しい時代へ みらいアクション」の推進Pick Up 4

Pick Up 1

Pick Up 2

美しい時代へ
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企業情報サステナビリティ経営基盤事業別戦略と実績 ガバナンス経営戦略価値創造ストーリートップコミットメント 東急を知る

主な関係会社 （2025年3月31日現在）

連結子会社

持分法適用関連会社

所在地 主な事業内容 議決権の
所有割合（%）

■ 交通

東急電鉄（株） 日本 鉄軌道事業 100.0

伊豆急行（株） 日本 鉄道事業 100.0

上田電鉄（株） 日本 鉄道事業、不動産賃貸事業 100.0

（株）じょうてつ 日本 バス事業、不動産事業 70.5

網走交通（株） 日本 一般貨物自動車運送事業 100.0

東急バス（株） 日本 自動車運送事業 100.0

仙台国際空港（株） 日本 空港の運営 43.0

東急テクノシステム（株） 日本 鉄道車両、自動車車体等の修理・再生 100.0

東急ファイナンスアンド
アカウンティング（株） 日本 アカウンティング事業 100.0

伊豆急ホールディングス（株） 日本 グループの経営計画、営業戦略の
企画・立案など 100.0

■ 不動産

東急プロパティマネジメント（株） 日本 ビル・建造物の総合管理 100.0

（株）東急設計コンサルタント 日本 建築・土木に関する企画・調査・設計・
工事監理など 70.0

東急ジオックス（株） 日本 砂利・砂・砕石・非金属鉱石の販売 89.6

（株）伊豆急コミュニティー 日本 不動産業、分譲地管理業 100.0

渋谷スクランブルスクエア（株） 日本 渋谷駅街区共同ビル事業の管理運営 64.1

YANCHEP SUN CITY PTY LTD オーストラリア 住宅開発業・土地管理業 100.0

BECAMEX TOKYU CO., LTD. ベトナム 不動産開発業、不動産販売業、不動産賃貸業 65.0

東急ライフィア（株） 日本 不動産の仲介・事業開発 100.0

東急リアル・エステート・
インベストメント・マネジメント（株） 日本 金融商品取引業 100.0

Tokyu Development 
（Thailand） Co., Ltd.

タイ 不動産開発・販売・賃貸・運営業等 100.0

所在地 主な事業内容 議決権の
所有割合（%）

東急不動産ホールディングス（株） 日本 グループ経営管理事業
（東急不動産ホールディングスグループ） 16.1

東急建設（株） 日本 土木建築工事の請負 15.1
世紀東急工業（株） 日本 道路建設事業、道路資材の製造販売 4.4

所在地 主な事業内容 議決権の
所有割合（%）

■ 生活サービス
（株）東急百貨店 日本 百貨店業 100.0
（株）ながの東急百貨店 日本 百貨店業 100.0
（株）セントラルフーズ 日本 食肉類の加工・販売 100.0
渋谷地下街（株） 日本 不動産管理事業、証明写真事業 100.0
（株）東急ストア 日本 総合小売業のチェーンストア 100.0
（株）東急モールズデベロップメント 日本 SC企画開発運営事業 100.0

（株）SHIBUYA109エンタテイメント 日本 ショッピングセンターの経営・管理運営・
企画開発 100.0

東急カード（株） 日本 クレジットカードに関する業務 100.0

イッツ・コミュニケーションズ（株） 日本 ケーブルテレビ（放送・通信）、
スマートホーム事業 100.0

（株）東急エージェンシー 日本 各種広告の代理業務 99.1
東急スポーツシステム（株） 日本 スポーツ施設等の運営 100.0
（株）東急レクリエーション 日本 映像、スポーツレジャー、不動産賃貸事業 100.0
東急セキュリティ（株） 日本 機械警備・施設警備・巡回警備業務 100.0
（株）東急グルメフロント 日本 飲食店舗の企画・開発・運営・受託・委託 100.0
（株）東急パワーサプライ 日本 電力小売業、ガス取次業 66.7
（株）TSTエンタテイメント 日本 エンタテイメント施設の企画・運営 66.0

■ ホテル・リゾート
（株）東急ホテルズ 日本 ホテルの経営 100.0
（株）スリーハンドレッドクラブ 日本 ゴルフ場の経営 99.5
東急リネン・サプライ（株） 日本 各種繊維製品等の製造・貸付・販売・洗濯 100.0
東急ホテルズ&リゾーツ（株） 日本 ホテルの運営受託 100.0
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企業情報サステナビリティ経営基盤事業別戦略と実績 ガバナンス経営戦略価値創造ストーリートップコミットメント 東急を知る

会社概要・株式情報 （2025年3月31日現在）

会社概要

株式・株主状況

株価・出来高推移

大株主の状況 インデックスへの採用状況等 （2025年7月現在）

▔ 株価（左軸）　■ 出来高（右軸）

所有者別株式分布

証券会社
6,895千株（1.10％）

金融機関
251,446千株
（40.24％）

自己株式
46,072千株（7.37％）

政府・地方公共団体
7千株（0.00%）

その他国内法人
21,549千株（3.45％）

個人・その他
171,086千株
（27.38％）

外国人
127,812千株
（20.46％）

2020/4月 2021/4月 2022/4月 2023/4月 2025/3月

（円） （千株）
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2024/4月

株主名 持株数
（千株）

持株比率
（%）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口） 88,991 15.38

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 25,275 4.37

日本生命保険相互会社 19,558 3.38

第一生命保険株式会社 16,517 2.85

三井住友信託銀行株式会社 15,677 2.71

STATE STREET BANK WEST 
CLIENT - TREATY 505234 12,457 2.15

株式会社みずほ銀行 9,906 1.71

太陽生命保険株式会社 9,088 1.57

東急グループ従業員持株会 7,173 1.24

野村信託銀行株式会社
（退職給付信託三菱UFJ銀行口） 7,135 1.23

商号 東急株式会社

英語名 TOKYU CORPORATION

設立年月日 1922年9月2日

本社所在地 東京都渋谷区南平台町5番6号　

資本金 121,724百万円

純資産（連結） 872,295百万円

従業員数（連結） 24,054名

事業内容（連結） 交通事業、不動産事業、他

上場証券取引所 東京証券取引所（プライム市場）  
証券コード  9005

会計監査人 EY新日本有限責任監査法人

発行する株式の内容 普通株式

発行可能株式総数 900,000,000株

発行済株式の総数 624,869,876株

株主数 113,496名

▪日経平均株価（日経225）

▪TOPIX 500 INDEX （東証）

▪Tokyo Stock Exchange Prime Market Index

▪JPXプライム150指数

▪ MSCI・ACWI指数

▪MSCI日本株ESGセレクト・リーダーズ指数

▪MSCI日本株女性活躍指数（WIN）

▪ FTSE Blossom Japan Index

▪FTSE Blossom Japan Sector Relative Index

▪S&P グローバル 1200 指数

▪S&P/JPX カーボン・エフィシェント指数

▪ Morningstar 日本株式 ジェンダー・ダイバーシティ・ティルト
指数（除くREIT）

▪SOMPOサステナビリティ・インデックス

発行済株式の総数
624,869千株

（注） 持株数上位10名を示しています。なお、持株比率は発行済株式の総数から
自己株式を除いて計算しています。
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SDGs宣言

東急株式会社
経営企画室
https://www.tokyu.co.jp

“美しい生活環境の創造”を目指し、交通をはじ
めとした生活インフラやサービスと一体となったサ
ステナブルな「まちづくり」に取り組み、事業成長
と社会課題解決を両立させ、SDGsに貢献します。
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